
● ① ③ ⑤ ⑤

② ④ コスト比較の拡大
・

● ① ③

② 試行的取組 ④ 実施の可否の結論

①

コスト比較に基づ
く改善方法の予算
への反映

コスト比較に基づ
く改善方法の予算
への反映

施設単位でコスト比較を行
い事業の見直しを行ないま
す

簡易的なコスト比
較表を作成
コスト比較に基づ
く課題の検討

課題の改善方法の
予算への反映

コスト計算には平均人件費
を含めた算定とする

平成21年度平成20年度区分
担当部・課 実施項目・内容（事務事業）

単
施

事務事業評価に基づく見直し

合併～平成16年度
実　施　計　画　及　び　実　績

　総合計画において、単位施策の段階で目標を定め評価することとしています。今後の課題として、事務事業の段階での成果指
標の作成と評価が求められており、行政コスト計算書の作成も視野に入れて、モデル的な事業を選定し試行するなど、早期実施
に向けて研究を行っていきます。

次代に対応できる堅実な行財政運営

事務事業の合理化

平成17年度 平成18年度 平成19年度

実績

下 呂 市 行 政 改 革 実 施 計 画 及 び 実 施 効 果

計画

実績

行　革　大　綱　の　項　目 行　革　大　綱　の　内　容

Ⅲ

１
施
策

行　革　大　綱　の　項　目 行　革　大　綱　の　内　容

Ⅲ 次代に対応できる堅実な行財政運営
　行政にとって、業務の内容と業務量、それに伴う人員の把握が大きな課題であり、適正な人員を把握し円滑で普遍的な業務を
執行していく上でも、業務マニュアルの作成は不可欠であり、ＩＳＯ９０００シリーズの認証取得を目指していきます。

施
策

１ 事務事業の合理化

単
施
② 事務事業マニュアルの作成（ＩＳＯ９００１）

担当部・課 実施項目・内容（事務事業）
実　施　計　画　及　び　実　績

区分 合併～平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
ＩＳＯ９００１導入に向け
た有効性の検討

ＩＳＯ９００１取
得先進地の調査

認証取得の有効性
の結果公表

計画



● ① ② ③ ④ ④ ④

⑤ 課題の発掘

① ②

● ① ③ 職員研修の実施 ③ ④ 会議等での周知 ④ 会議等での周知 ④ 会議等での周知

② 職員研修の実施

① ③ 職員研修の実施

② 職員研修の実施

行　革　大　綱　の　項　目 行　革　大　綱　の　内　容

Ⅲ 次代に対応できる堅実な行財政運営
　市行政事務改善委員会規程に基づく委員会により、事務の合理化、効率化に向けた検討を行い、常に改善に向けた取組みを行
います。

施
策

１ 事務事業の合理化

単
施
③ 事務処理の見直し

担当部・課 実施項目・内容（事務事業）
実　施　計　画　及　び　実　績

区分 合併～平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
事務改善委員会の効果的な
活用による事務改善の推進

計画

行革分科会として
の事務改善委員会
の活動

事務改善委員会の
活動の継続

事務改善委員会の
見直し(庶務担当
者会議の設置)

庶務担当者会議に
よる事務改善の検

庶務担当者会議に
よる事務改善の検

庶務担当者会議に
よる事務改善の検

実績

行革分科会として
の事務改善委員会
の活動

事務改善委員会の
活動の継続

財務会計各種帳票の正確性
を高めます

計画

会計システムのマ
ニュアル作成

帳票の不備を内部
公表し正確性を高
める

実績

会計システムのマ
ニュアル作成



● ① ② ③ ⑤ ⑦

④ ⑥ ⑧

①

● ① ② ③

①

②

行　革　大　綱　の　項　目 行　革　大　綱　の　内　容

Ⅲ 次代に対応できる堅実な行財政運営
　コンビニエンスストア収納や施設利用料金のプリペイドカード化など、市民の利用しやすい料金納付方法の研究を進めます。

施
策

１ 事務事業の合理化

単
施
④ 各種料金の徴収方法

担当部・課 実施項目・内容（事務事業）
実　施　計　画　及　び　実　績

区分 合併～平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
コンビニ収納やプリペード
カードの利用を研究します

計画

分科会でのコンビ
ニ収納の検討

納付窓口拡大に向
けた利用者アン
ケート等の実施

コンビニ収納等納
付窓口拡大の検討

納付窓口拡大の方
向性決定

納付窓口拡大の方
向性の見直し

施設利用料のプリ
ペード化を研究

一部施設にプリ
ベードカードの導

プリペードカード
利用の拡大

実績

分科会でのコンビ
ニ収納の検討

行　革　大　綱　の　項　目 行　革　大　綱　の　内　容

Ⅲ 次代に対応できる堅実な行財政運営
　合併前においては、環境ＩＳＯ１４００１を認証取得していた町村もあります。認証取得と下呂市独自のエコマネジメントシ
ステムの構築の両面で検討し、環境に優しい省エネルギーの推進に努めます。

施
策

１ 事務事業の合理化

単
施
⑤ 省エネルギーの推進（ＩＳＯ１４００１）

担当部・課 実施項目・内容（事務事業）
実　施　計　画　及　び　実　績

区分 合併～平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
ＩＳＯ１４００１の実施の
有効性を研究します

計画

独自のエコマネジ
メントを一部運用

ＩＳＯ１４００１
認証取得の有効性
を検討

検討結果の公表、
実施の可否の決定

実績

クールビズの実施
(電気料金△1.6百
万円)
紙の廃棄ルールの
作成・運用


